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サスティナビリティを推進する提供側組織と施策実施に関する文献調査

○西中 美和（香川大学大学院地域マネジメント研究科）
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1.はじめに

サスティナブルな経済社会への転換には，消費者の参加が不可欠である一方で，製品・サービスを提供

する側の努力も必要である。サスティナブルな活動が行われる商品は，その活動によって，便益が低下

する場合があり，また，その活動が価格に転嫁されるため，価格が上昇する場合もある。それにもかか

わらず，消費者はそういった製品・サービスを購買している。さらに，最近の動向としては，サスティ

ナブルではない商品・サービスは，購買対象から除外される場合や，企業側においては，サスティナビ

リティを高付加価値ブランドとして位置付け，プロモーションを実施している例もある。本稿では，観

光産業におけるサスティナビリティを取りあげ，観光地ブランディングに与える影響，あるいはブラン

ディングがサスティナビリティに与える影響を中心として調査する。

観光産業は，サスティナビリティを低減させる活動と捉えられてきており，消費者（観光客）からも

対応を求められている[1][2]。そのため，近年は，観光産業においても積極的な対応が進められている
[2]。しかし，サスティナビリティ対応は，提供企業側に費用負担が発生するため，明確なメリットが提
示されないと対応が低下する可能性がある。しかしながら，サブティナビリティ対応に関わる企業や施

策側アクターやそのアクターのどのような行動，あるいはアクター間の関係性が観光地ブランディング

を向上させるかは，依然として研究が不足している。

本稿では，アクターとしては提供側組織を想定する。提供側組織とは，提供企業および

DMO(Destination Management/Marketing Organization，観光地域づくり法人)等を指す。リサーチク
エスチョンとして「観光産業におけるサスティナビリティに関する提供側組織の活動は，観光地ブラン

ディングに寄与するか」を設定し，先行文献調査を行い，リサーチギャップと将来への展望を提示する。

観光産業における，提供企業および施策側組織のサスティナビリティ対応が観光地ブランディングを推

進することを検証するという将来研究を念頭に置き，そのためのリサーチギャップを先行研究から提示

するというチャレンジである。これにより，サスティナビリティ対応がブランディングに寄与する可能

性を示すことで，サスティナビリティを推進し，持続可能な経済社会への転換の嚆矢とする。

2.サスティナビリティと観光産業に関して

2.1．観光業におけるサスティナビリティに関する先行研究
観光業におけるサスティナビリティの重要性は，提供企業，施策側，旅行者のすべてに認識されている

が[1]，実際にはさらなる観光提供側の対応が求められている[3]。
 Moyle et al. (2018, [2]) は，観光業はサスティナビリティへの対応が遅れているという先行文献での
批判に対し，観光業と非観光業の企業を比較し，観光業は他の業種よりも，環境のサスティナビリティ

対応に積極的に取り組んでいることを示した。また，企業の適応能力と政府助成金との間，およびサス

ティナビリティの導入と政府助成金との間に肯定的な関係があることを示している。助成金とビジネス

のパフォーマンスには関係があることから[4]，環境のサスティナビリティ対応に積極的な企業のパフォ
ーマンス向上の可能性を示唆している。

 de Bruyn et al. (2023, [3]) は，観光産業のサスティナビリティに関して，ビブリオメトリックスによ
る論文の分析を行っている。この分析では，キーワードの共起により 5 つの研究クラスターを提示し，
この中の最大クラスターであるサスティナブル・ツーリズムのクラスターに含まれる概念を提示してい

る。それによると，これらの概念には，「観光開発」「ステークホルダー」「認知（消費者認知, 観光客認
知, 観光地イメージ, 観光地ブランディング）」「観光経済」「CSR」「戦略的アプローチ」が含まれる[5]。
このように，先行研究では，サスティナビリティと観光地イメージ，観光地ブランディングの関係性が

明確に示されている。サスティナビリティと観光地ブランディングは，de Bruyn et al. (2023, [3]) の分
析からも，関係性が高く，研究・考察対象として適切なテーマの組み合わせであると言える。 
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3. サスティナビリティと観光地ブランディングに関して 

3.1．プレイス・ブランディング (place branding) と観光地ブランディング (destination branding) 
ブランドは，米国マーケティング協会によると「ある販売者または販売者グループの商品やサービスを

特定し，競合他社と差別化することを目的とした名称，用語，記号，シンボル，またはデザイン，ある

いはそれらの組み合わせ」と定義される[5]。つまり，「ブランドは製品を差別化し，価値の約束を表象
する。ブランドは信念を喚起し，感情を呼び起こし，行動を促す。ブランドはユーザーにとって社会的，

感情的な価値を持つ。ブランドには個性があり，ユーザーの代弁者となる。ブランドは製品・サービス

の顧客に知覚される価値を向上，あるいは低下させる力を持っている」([5]，p.250)」。このように，ブ
ランドは品質を象徴し，顧客の知覚リスクに働きかけ，その製品・サービス，あるいは，それらを提供

する企業への信頼感を醸成する。そして，Kotler & Gertner (2002, [5]) は，このようなブランドの対象
として，製品・サービスのみではなく場所自体が，ブランドの対象になると主張している。 
プレイス・ブランディングと観光地ブランディングは，かなり重複した概念であり[6]，文献において

も混在した使われ方がされている[7]。一般的にプレイス・ブランディングは，よりマクロな経済，政治，
社会や文化といった観点で場所に関するマーケティングに重点を置いているのに対し[8]，観光地ブラン
ディングは観光的アプローチに重点を置き[9]，観光プロモーションの新しい形態を含む[8]。ブランドと
サスティナビリティ対応との関係を示す研究では，サスティナビリティ対応は，観光地のイメージを向

上させるといわれており[10]，観光地のイメージ向上は観光地ブランディングを向上させるといわれて
いるが[11]，これらを包括的に表す研究は調べた範囲では多くはなかった。 
 

3.2．サスティナビリティ対応と観光地ブランディング，および関係性 
Phung & Nguyen (2023, [7]) のサスティナブルな観光開発と観光ブランディングの関係に関するビブ
リオメトリックスによる文献調査論文では，この 2つの概念の関係に対する研究者の注目が高まってい
ることが示されている。Phung & Nguyen (2023, [7])によると，観光ブランディング活動は，観光地の
サスティナビリティ活動へプラスの影響を与える場合[12]，マイナスの影響を与える場合[13]の双方が
報告されている。 
 Phung & Nguyen (2023, [7]) による共引用分析では３つのクラスターを特定している。その中の１
つに観光地ブランディングのクラスターがあり，ここに属する先行文献では，観光地の施策決定プロセ

スにおけるステークホルダーの役割の重要性が示されている[14]。さらに，書誌結合分析による６つの
クラスターには，「マーケティングとブランディングのサスティナビリティ実践」がある。このクラスタ

ーには，マーケティング観点からのサービスエコシステム研究[15, 他]，観光事業者（起業者，ホテル）
のマーケティングとブランディング活動に対するサスティナブルな実践の影響研究[16][17]などが含ま
れる。Rosenbaum & Wong (2015, [17]) においては，ホテルの顧客との関係性プログラムを含むグリー
ン資本 (green equity) が顧客のロイヤルティに影響することを示している。 
 以上のように，サスティナビリティ対応と観光地ブランディングの施策決定プロセスでは，ステーク

ホルダーや関係性が重要性な関わりを持つ。そのため，その関係性や影響に関しては，さらなる研究が

求められる。 
 
3.3．観光地ブランディングとステークホルダー管理，および DMOの役割 
観光地は官民が相互関連する複雑系である[18]。そのため，ステークホルダー管理や情報統括が重要で
あり，統一したイメージを構成するブランディングに関しても，統括組織が求められる。このような背

景から，ステークホルダー間の調整と観光地ブランディングの統括組織として，2007 年に国連世界観
光機関 (UNWTO) により，「観光地域づくり法人（DMO）制度」が定義された。日本では 2015 年に
「日本版 DMO候補法人登録制度」が創設された。一般的に DMOは，知識の共有と普及活動で，民間
の観光関連企業を支援する立場であり，観光の多様な主体に対する強制力が限られているため，ステー

クホルダー組織間の調整と質の管理には困難が伴うと言われてきた[19]。しかしながら，DMOは現在，
サスティナブルな観光を進め，観光地の質と競争力を高めるために積極的に観光地の関係性を管理する

立場へ移行しつつあると言われている[18]。 
 これまでの先行研究では，ステークホルダー間の関係の可視化[19]等はかなり行われているが，その
関係性が，観光地において，どのような成果をもたらしているかは，以前として研究が不足している箇

所であると思われる。サスティナブルな観光を進めるために関係性を調整することの必要性は明らかで
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あるが[19]，関係性によって，観光地の組織間にどのような動きがあり，成果が挙げられるのかは，今
後，さらなる研究が求められる。DMO は，観光地ブランディングや，そのためのプロモーションを中
心となって実施する組織であるため，組織間の関係性によって，サスティナブルな観光のプロモーショ

ンが，どのように影響され，そのプロモーションは，観光地のサスティナビリティに，いかに影響する

かという点においては，さらなる研究が必要である。 
 
4. ディスカッションと将来研究への示唆 

リサーチクエスチョンである「観光産業におけるサスティナビリティに関する提供側の活動は，観光地

ブランディングに寄与するか」に対しては，先行研究には，サブティナビリティに関する提供側の活動

は，観光地のイメージを向上させ[3]，観光地のイメージ向上は観光地ブランディングを向上させるとあ
った[4]。しかしながら，サブティナビリティに関する提供側のどのような活動が観光地ブランディング
を向上させるかは，依然として研究が不足している。また，観光地ブランディングがサスティナビリテ

ィに寄与するかどうかに関しては，寄与する[12]，寄与しない[13]の双方があった。さらに，サスティナ
ビリティ対応を実施する提供側企業・施策側組織の，組織間関係性コントロールの重要性が指摘されて

おり，それがサスティナビリティ対応に影響することも示唆されている[19]。 
以上より，組織間関係性が，提供側・施策側組織のサスティナビリティ対応や施策にどのような影響

を与え，その結果，観光地ブランディングへどのような影響を与えるかを総合的に示した研究は少なく，

リサーチギャップとして位置付けられる。 
そのため，今後の研究としては，これらを総括し，観光産業における提供側・施策側組織の関係性状

況や，そのコントロール，および，その結果は，提供側企業のサスティナビリティ活動に，どのように

影響し，また，それが与える観光地ブランディングへの影響を把握することが必要になる。この結果が

明らかになることで，施策側にとっては，サスティナビリティ施策の有効な実施と，観光地ブランディ

ング向上のためには，どのようなステークホルダー間の関係性が必要であり，また，どのように調整す

るとよいかが明らかになる。 
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